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（注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第３四半期 
連結累計期間

第76期
第３四半期 
連結累計期間

第75期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 123,792 133,014 179,284

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △2,480 2,855 △2,828

四半期純利益又は 
四半期（当期）純損失(△)

(百万円) △2,710 2,350 △2,958

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △4,764 5,329 △865

純資産額 (百万円) 107,818 115,239 111,714

総資産額 (百万円) 208,350 217,164 216,856

１株当たり四半期純利益 
又は四半期（当期）純損失(△)

(円) △13.56 11.76 △14.80

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.7 53.1 51.5

回次
第75期

第３四半期 
連結会計期間

第76期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益 
又は四半期純損失（△）

(円) △18.30 10.08

２ 【事業の内容】
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「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。 

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生していません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものです。 

  

(1) 業績の状況 

①経営成績 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出や生産の減少などから足踏み状態が続きまし

た。建設業界においては、復興需要を背景に建設投資こそ回復基調で推移しましたが、熾烈な価格競争や

外注労務費の高止まりに改善の兆しが見られず、引き続き厳しい経営環境に置かれました。 

当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期間に比べ7.4％増加した133,014百万円となりました。損

益面では、売上総利益が売上高の増加及び売上総利益率の改善等により同13.1％増加した9,369百万円に

とどまり、販売費及び一般管理費を賄うまでには至らず、営業損失は317百万円（前年同期間は3,587百万

円の営業損失）となりましたが、貸倒引当金の戻入れの発生等により、経常利益は2,855百万円（前年同

期間は2,480百万円の経常損失）、四半期純利益は2,350百万円（前年同期間は2,710百万円の四半期純損

失）となりました。     

セグメントの業績は次のとおりです。 

（土木事業） 

受注高は前年同期間に比べ38.6％増加した41,056百万円、売上高は同19.5％増加した44,993百万円と

なりました。営業損失は売上高の増加等により922百万円(前年同期間は1,442百万円の営業損失)となり

ました。 

（建築事業） 

受注高は前年同期間に比べ31.8％増加した74,086百万円、売上高は同7.7％増加した80,212百万円と

なりました。営業損失は売上高の増加等により1,876百万円(前年同期間は3,661百万円の営業損失)とな

りました。 

（不動産事業） 

不動産事業は不動産の販売及び賃貸に関する事業で、売上高は大型の不動産販売案件がなかったこと

等により前年同期間に比べ41.1％減少した5,374百万円となりました。営業利益は売上総利益率の改善

等により同41.7％増加した2,489百万円となりました。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（その他） 

その他は建設資機材等の製造及び販売に関する事業等で、売上高は前年同期間に比べ3.8％減少した

2,433百万円となりました。営業損失は16百万円(前年同期間は272百万円の営業損失)となりました。 

  

②資産、負債及び純資産の状況 

 (資産) 

受取手形・完成工事未収入金等が減少しましたが、土地、投資有価証券が増加したこと等により、前

連結会計年度末に比べ308百万円増加した217,164百万円となりました。 

 (負債) 

支払手形・工事未払金等、未成工事受入金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ3,217

百万円減少した101,924百万円となりました。 

 (純資産) 

その他有価証券評価差額金が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ3,525百万円増加した

115,239百万円となりました。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

当社グループの当第３四半期連結累計期間における研究開発に要した費用の総額は525百万円となり

ました。 

 なお、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(4) 主要な設備 

前連結会計年度末において計画中であった賃貸用土地・建物の取得は平成24年４月に、第２四半期連

結累計期間末において計画中であった賃貸用土地・建物の取得は平成24年10月に完了しました。 
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

   当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 480,376,000

計 480,376,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 228,326,133 228,326,133

東京証券取引所
 市場第一部 
 大阪証券取引所 
 市場第一部

単元株式数は1,000株です。

計 228,326,133 228,326,133 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年10月１日 
～ 

平成24年12月31日
― 228,326,133 ― 19,838,913 ― 25,322,139

(6) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしています。 

平成24年９月30日現在 

 
  

平成24年９月30日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

28,594,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

197,360,000
197,360 ―

単元未満株式
普通株式

2,372,133
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 228,326,133 ― ―

総株主の議決権 ― 197,360 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式） 
 株式会社奥村組

大阪市阿倍野区松崎町
二丁目２番２号

28,594,000 ― 28,594,000 12.52

計 ― 28,594,000 ― 28,594,000 12.52

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けていま

す。 

  

第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 16,624 19,469

受取手形・完成工事未収入金等 ※1  88,491 ※1  79,318

有価証券 9,999 5,699

販売用不動産 2,058 870

未成工事支出金 21,228 21,168

不動産事業支出金 3,086 2,833

仕掛品 750 1,345

材料貯蔵品 392 193

その他 7,008 7,423

貸倒引当金 △4,460 △3,089

流動資産合計 145,178 135,232

固定資産   

有形固定資産   

土地 19,767 25,243

その他（純額） 8,467 9,323

有形固定資産合計 28,234 34,567

無形固定資産 285 277

投資その他の資産   

投資有価証券 42,357 46,413

その他 4,892 3,618

貸倒引当金 △4,093 △2,944

投資その他の資産合計 43,156 47,087

固定資産合計 71,677 81,931

資産合計 216,856 217,164

－ 8 －



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 46,397 44,965

短期借入金 11,160 9,714

未払法人税等 184 143

未成工事受入金 17,830 15,917

引当金 1,177 857

工事損失引当金 4,360 3,181

資産除去債務 74 74

その他 13,900 14,757

流動負債合計 95,085 89,612

固定負債   

長期借入金 154 2,142

退職給付引当金 3,288 2,330

資産除去債務 50 50

負ののれん 283 70

その他 6,279 7,717

固定負債合計 10,056 12,311

負債合計 105,141 101,924

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,838 19,838

資本剰余金 25,326 25,326

利益剰余金 69,250 69,803

自己株式 △12,357 △12,363

株主資本合計 102,058 102,605

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,655 12,634

その他の包括利益累計額合計 9,655 12,634

純資産合計 111,714 115,239

負債純資産合計 216,856 217,164

－ 9 －



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 123,792 133,014

売上原価 115,511 123,644

売上総利益 8,281 9,369

販売費及び一般管理費 11,868 9,686

営業損失（△） △3,587 △317

営業外収益   

受取利息 140 124

受取配当金 756 873

負ののれん償却額 212 212

貸倒引当金戻入額 － 1,787

その他 165 323

営業外収益合計 1,274 3,320

営業外費用   

支払利息 130 131

その他 37 16

営業外費用合計 168 148

経常利益又は経常損失（△） △2,480 2,855

特別利益   

固定資産売却益 7 0

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 7 0

特別損失   

固定資産除却損 14 0

投資有価証券評価損 411 261

関係会社株式評価損 － 103

特別損失合計 425 365

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,898 2,490

法人税、住民税及び事業税 104 115

法人税等調整額 △292 24

法人税等合計 △188 139

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△2,710 2,350

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,710 2,350

－ 10 －



【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
  至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△2,710 2,350

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,053 2,979

その他の包括利益合計 △2,053 2,979

四半期包括利益 △4,764 5,329

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △4,764 5,329

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日) 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以

後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。

 なお、この変更による損益に与える影響は軽微です。  

  

該当事項はありません。 

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。

なお、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれています。 

 
  

 ２  下記の法人のマンション売買契約手付金の返済について保証を行っています。 

 
  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの償

却額は、次のとおりです。 

 
  

前第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

  配当金支払額 

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日) 

１ 配当金支払額 

 
  

 ２ 株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 263百万円 370百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日)

㈱フージャース 
コーポレーション

112百万円 ――――

―――― 日本グランデ㈱ 13百万円

   計 112百万円   計 13百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 566百万円 593百万円

負ののれんの償却額 212 212

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 1,797 ９ 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会

普通株式 1,797 ９ 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

－ 13 －



   前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額31百万円はセグメント間取引消去等です。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

   当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額８百万円はセグメント間取引消去等です。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 37,637 74,495 9,130 121,263 2,528 123,792 ― 123,792

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 20 20 96 116 △116 ―

計 37,637 74,495 9,150 121,284 2,624 123,908 △116 123,792

セグメント利益 
又は損失(△)

△1,442 △3,661 1,757 △3,346 △272 △3,619 31 △3,587

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 44,993 80,212 5,374 130,580 2,433 133,014 ― 133,014

  セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― 94 13 108 151 260 △260 ―

計 44,993 80,306 5,388 130,688 2,585 133,274 △260 133,014

セグメント利益 
又は損失(△)

△922 △1,876 2,489 △309 △16 △325 8 △317
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四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しています。 

  

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しています。 

  

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しています。 

  

該当事項はありません。 

  

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益(円) ― 11.76

１株当たり四半期純損失(円) 13.56 ―

(算定上の基礎)

四半期純利益(百万円) ― 2,350

四半期純損失(百万円) 2,710 ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) ― 2,350

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 2,710 ―

普通株式の期中平均株式数(株) 199,765,631 199,736,188

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

－ 16 －



平成２５年２月８日

  株式会社 奥村組 

取 締 役 会 御 中 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社奥村組の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成２４年１０月１日から平成２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年

４月１日から平成２４年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  
  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社奥村組及び連結子会社の平成２４

年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 後 藤 紳太郎   印

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 生 越 栄美子   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年２月13日

【会社名】 株式会社奥村組

【英訳名】 ＯＫＵＭＵＲＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 奥 村 太加典

【最高財務責任者の役職氏名】    ―

【本店の所在の場所】 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社奥村組東日本支社

 (東京都港区芝五丁目６番１号)

株式会社奥村組名古屋支店

 (名古屋市中村区竹橋町29番８号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社大阪証券取引所

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号)



当社代表取締役社長奥村太加典は、当社の第76期第３四半期(自 平成24年10月１日 至 平成24年12

月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




